
被災マンションにおいて建替えの支援に取り組んだ事例

課題 成果取組

被災マンションの復旧に関する知見の
不足
・早期復興に向けて、当該マンションの
修復・建替えといった復旧手法の検討、
復興費用の試算といった判断に必要な
ノウハウや、復興事業実施にあたって
の具体的なスケジュール策定スキル等
が管理組合には不足していた

権利関係の調整
・住戸取得のための区分所有者各自が利活用可能な
制度を把握し、各自の利用可能額・利用条件などを説
明会・個別相談会を通じて周知徹底し、理解深度化を
促した

建替え計画案の作成
・シミュレーション説明会を経て、建替え検討に着手す
る決議を行い、さらに建替え決議計画案説明会等を経
て計画案を固め、一括建替え決議集会を開催

建替え事業の早期実現
・早期合意形成と建替え決議の成立
・公費解体制度・優良建築物等整備事業
（平成２９年度）等の利用の実現とこれによ
る管理組合・各区分所有者の建替えに係
る費用負担の軽減

・D1：「マンション建替え計画工程表（公費解体制度の利用を前提とした復旧スケジュール）」
水平展開

可能な資料

建替え計画案作成に際しての行政との事前協議
・建替え支援制度「優良建築物等整備事業（マンション
建替タイプ）」の利用にあたり、概算建築費の算出結果
をふまえ、市と協議の上補助金額の概算を算出

【エリア】熊本県 【竣工年（築年数）】昭和55年（築38年） 【階層】４階建×２棟、５階建×３棟

【総戸数】100戸 【単棟型or 団地型】団地型

【自主管理 or 委託】自主管理 【在外区分所有者の割合】約１０％

Dマンション 補助事業実施主体：株式会社ラプロス

復旧に係る支援制度利用にあたっての
早期合意形成
・公費解体制度や、優良建築物等整備
事業補助金など、被災マンションが利
用可能な各種復興支援制度を活用す
ることで費用負担が軽減されるが、利
用に対して満たすべき要件や利用期限
までの合意事項、その上で自治体や関
係機関への確認や協議等の対応が必
要であった

区分所有者の建替資金の調達方法の情報収集・周知
・諸制度をスケジュール通り利用する一方で、住民の
建替え後の取得住居に対する不安感解消に向けて取
得住戸の仮決定を進めるため、随時住戸希望者に聞
き取りを行い、プランに手戻りがないように進行した


